
企業内での労務監査の流れ (i) 

【企業内での労務監査の流れ】 

労務監査の実施計画の決定 

各部署との事前打ち合わせ・実施計画の策定 

監査担当者の選任（複数人）、責任者の選任 

監査の趣旨の説明会の開催・協力体制の構築等 

対象部署・監査範囲の決定、必要書類の確認等 

書類監査 

就業規則一式、帳票類については、早めに（写）を入手して

確認・検討しておく必要がある。 

監査実施 

事前に確認した内容についての質問、社員や担当者へのインタビューを中心に効率よく実施

する。社内の雰囲気や休憩時間の状況も確認する。 

チェックシートの記入

メールや電話、面談による各部署へ補足調査

確認漏れや不足事項があれば後から確認する。 

労務監査チェックシートの完成 

レポートの作成（改善ポイント、改善案、就業規則の変更手続きの必要性等）

事業所を訪問し結果を報告 

労務監査チェックシート、レポートについて説明 

必要な改善、手続き、就業規則の変更事項や手続の説明 

フィードバック

就業規則（写） 

賃金規程（写） 

育児介護規程等（写） 

36 協定等各種協定書（写） 

労使委員会の決議（写） 

労働者名簿（写） 

組織図（写） 

賃金台帳（写） 

勤怠一覧（写） 

有給管理簿（写） 

その他必要に応じて 



 

(ii) 社労士等が、労務監査を請け負う場合の流れ 

【社労士等が、労務監査を請け負う場合の流れ】 

 

 

 

労務監査の受注 

事前打ち合わせ 

必要書類の依頼 

監査の趣旨の説明・当日インタビューの人選と日程 

場所の確認・見積書の提示等 

事前監査 

就業規則一式、帳票類については、早めに（写）をもらって

確認・検討しておく必要がある。 

訪問監査 

事前に確認した内容についての質問、社員や担当者へのインタビューを中心に効率よく実施

する。社内の雰囲気や休憩時間の状況も確認する。会議室や空き部屋を控室として使用させ

てもらう。チェックシートの記入 

メールや電話による補足調査 

当日の確認漏れや不足事項があれば後から確認する。 

労務監査チェックシートの作成 

レポートの作成（改善ポイント、改善案、就業規則の変更手続きの必要性等） 

事業所を訪問し結果を報告 

労務監査チェックシート、レポートについて説明 

必要な改善、手続き、就業規則の変更事項や手続の説明 

就業規則（写） 

賃金規程（写） 

育児介護規程等（写） 

36 協定等各種協定書（写） 

労使委員会の決議（写） 

労働者名簿（写） 

組織図（写） 

賃金台帳（写） 

勤怠一覧（写） 

有給管理簿（写） 

その他必要に応じて 
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８.１ 障害者雇用率を達成しているか（標準監査） 

 

障害者の雇用の促進等に関する法律では、「障害者雇用率制度」を定めており、事業

主に対して常時雇用している労働者に障害者雇用率を乗じて得た数以上の障害者を雇

用することを義務づけています。 

事業主は、毎年６月１日時点の障害者雇用状況をハローワークに報告しなければな

りません。また、障害者の雇用の促進と継続を図るための「障害者雇用推進者」を選任

するよう努めなければなりません。 

 

（１）前提となる知識 

令和 5年度以降の民間企業における障害者の法定雇用率は、令和 8年 7月から 2.7％

となります。対象となる民間企業の範囲は、常用雇用労働者数 37.5 人以上の事業主と

なります。 

例えば、常時雇用している労働者 120 人の企業は、120 人 × 2.7％ ＝ 3.24 人 ≒ 

3 人（小数点以下は切り捨て）となり、障害者雇用率制度においては、3人以上の障害

者雇用義務があることになります。 

法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者の数を算定する際は、障害の種類や程

度に関係なく、短時間以外の常用雇用労働者を 1 人、短時間労働者を 0.5 人として算

定します（特定短時間労働者は算定対象外）。 

 
 

（注 1）精神障害者である短時間労働者については、令和 5年 4月 1日からの精神障害者の算

定特例の延長に伴い、当面の間、雇入れからの期間等に関係なく、1人をもって1人と

みなすこととしている。 

（注2）令和6年度から、重度身体障害者、重度知的障害者及び精神障害者で ある特定短時間

労働者（週の所定労働時間が 10 時間以上 20 時間未満である者）について、1 人を 0.5

人として算定（就労継続支援A型事業所の利用者は算定の対象外）。 

  

 

週の所定労働時間 

30時間以上 
20時間以上30時間未満 
（短時間労働者） 

10時間以上20時間未満 
（特定短時間労働者） 

身体障害者 1人を1人として算定 1人を0.5人として算定 ― 

身体障害者（重度） 1人を2人として算定 1人を1人として算定 1人を0.5人として算定 

知的障害者 1人を1人として算定 1人を0.5人として算定 ― 

知的障害者（重度） 1人を2人として算定 1人を1人として算定 1人を0.5人として算定 

精神障害者 1人を1人として算定 1人を1人として算定 1人を0.5人として算定 




